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1は じ め に
資産の評価,す なわちいかなる金額 を資産に付するか という問題は,長 年に
わた り議論されてきた。
資産は負債お よび資本 とともに貸借対照表を構成する3つ の要素のひとつで
あ り,その評価額は,負 債 を一定 とすれば,資 本に反映される。資産の評価額
が増大すれば,資 本は増加する。資産の評価額が小 さくなれば,資 本は減少す
る。資産の評価いかんによって,企 業の財政状態は大きく変化する。
資産の評価 は財政状態を左右するだけでなく,損益計算にも影響を与える。
資産の増加は通常収益 となり,利益の増加要因になる。また,資 産の減少は通
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常費用 となり,利益の減少要因になる。資産の評価は経営成績にも影響を与 え
るわけである。
このように,資 産の評価は企業の財政状態および経営成績の両方と密接な関
連をもつ重要な問題である。本稿では,明 治期における商法上の資産評価規定
を対象 として,そ の変遷過程を明 らかにしようとするものである。
2明 治23年旧商法における資産評価規定
(1)口エスレル商法草案
会社制度は明治初期にわが国に輸入されたものである。明治5年 に国立銀行
条例が公布 され,銀 行が誕生 した。この国立銀行がわが国で最初の株式会社で
あるといわれている1)。国立銀行 といっても,国 が出資 した会社ではなく,民
間企業である。
会社制度が普及 ・発展するにつれて,会 社 を規制する一般的な法律が必要と
された。明治23年に制定されたいわゆる旧商法は,そ うした要請に応えるもの
であった。旧商法は ドイツ人 ロエス レル(K.F.H.Roesler)の作成 した草案
が原案になったといわれている。
ロエス レル商法草案は,明 治14年4月から同17年1月までの2年9カ 月を費
して完成 した2)。その緒言によれば,編 纂 目的はつ ぎのようになる。
「今 日本商法ヲ編纂スルニ方 リ直二思想二浮フモノニアリーハ 日本ノ商業及
ヒ物産上確実ニシテ完全ナル基則アラシメーハ日本人民 ノ商業及 ヒ物産上ノカ
ヲシテ世界中各通商国 ト平等ノ地位 ヲ得セシメン トスル是 レナ リ3)」
資産の評価 については 「商業帳簿」に関す る第33条で規定されている。
1)高村直助著 『会社の誕生』吉川弘文館,平 成8年,41ページ。
2)「商法草案脱稿報告書」(司法省 『ロェスレル氏起稿 ・商法草案 ・下巻(復 刻版)』
新青出版,平 成7年,1ペ ージ)。
3)「商法立案 ノ主義及 ヒ其区域 ノ緒言」(司法省 『ロェス レル氏起稿 ・商法草案 ・上
巻(復 刻版)』新青出版,平 成7年,1ペ ージ)。
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第33条各商人ハ開業ノ時及ヒ爾後毎翌年三月以内二動産不動産ノ総目録井二貸
方借方ノ比較表ヲ製シ両ナカラ別冊ノ帳簿二記入シテ署名スヘシ財産目録及
ヒ比較表ヲ製スル時ハ総テノ商品及要求権利井二其他総テノ財産物件二当時
ノ相場又ハ時価ヲ附スヘシ弁償ヲ得ルコトノ髄カナラサル要求権利二在テハ
其推知シ得ヘキ損失額ヲ控除シテ之ヲ記シ又到底損失二帰スヘキ要求権利ハ
全ク記スヘカラス4)
条文中で 「当時ノ相場又ハ時価」 といっているように,こ こでは時価主義が
採用されている。 また,不 確実な権利(債 権)に ついては,回収不能額を控除
した金額で示すことが要求されている。
時価主義がなぜ採用 されたかについての説明はない。単に ドイツ商法にもと
つ くことが述べ られているだけである。注 目してお きたいのは,時価の意味を
説明 したつぎの点である。
「商人ニシテ其 目録書及比較表二記載スルニ方 リ不実ナル価位殊二之 ヨリ多
キ価位ヲ付セン与是 レ自カラ欺 クモノナリ5)」
時価 よりも高い価格での評価は認め られないが,時 価 よりも低い価格での評
価は許容される。時価主義とはいえ,弾 力的な適用が想定されていたようであ
る。厳密な意味での時価評価が強制されたわけではない。
なお,弥 永真生氏によれば,ロ エス レル草案では,「誘導法的な考えが採用
されてお り,損益計算 目的が意識 されていたことがうかがえる6)」と指摘され
ている。財産目録お よび貸借対照表は帳簿記録 にもとついて作成 されるものと
考えられていたようである。
(2)明治23年旧商法における時価主義
旧商法の制定について,志 田錦太郎氏はつ ぎのように述べている。
4)司 法省 『ロェスレル氏起稿 ・商法草案 ・上巻(復 刻版)』126ペー ジ。 なお,国 会
図書館所蔵本では,ヘ ルマ ン ・リョース レル著 『商法草案 ・上』 となっている。
5)同 書,128ペー ジ。
6)弥 永真生著 『商法計算規定 と企業会計』中央経済社,平 成12年,1ページ。
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「旧商法典草案は 「ロエスレル」氏の起案せるものを原案 として法律取調委
員会に於て審議の上決定したものであって内閣は之を元老院の議に附 し,元老
院総会に於て之を可決 したのは明治22年6月7日である7)。」
同氏はロエスレルが起稿 した明治14年4月をもって「我国商法編纂の紀元8)」
と称している。明治23年4月27日,旧商法は法律第32号として公布 された。
明治23年旧商法における資産評価規定は,「商業帳簿」に関する第32条でつ
ぎのように規定されている。
第32条各商人ハ開業ノ時及ヒ爾後毎年初ノ三箇月内二又合資会社及ヒ株式会社
ハ開業ノ時及ヒ毎事業年度ノ終二於テ動産,不動産ノ総目録及ヒ貸方借方ノ
対照表ヲ作リ特二設ケタル帳簿二記入シテ署名スル責アリ
財産目録及ヒ貸借対照表ヲ作ルニハ総テノ商品,債権及ヒ其他総テノ財産
二当時ノ相場又ハ市場価値ヲ附ス弁償ヲ得ルコトノ確ナラサル債権二付テハ
其推知シ得ヘキ損失額ヲ控除シテ之ヲ記載シ又到底損失二帰ス可キ債権ハ全
ク之ヲ記載セス
ロエスレル草案では 「当時ノ相場又ハ時価」 となっていたのを,旧 商法では
「当時ノ相場又ハ市場価値」 に修正 している。今 日の 目から見れば,ま ったく
同一の時価主義のように判断される。 しか し,審議の過程ではいろいろと議論
があったようであ り,「常価」 といった文言も提案 されている9)。
審議の過程で注 目に値す る点として,弥永氏は,「①実務上,繁雑であっても,
時価 を付すべ きであると考 えられた点,② 評価方法を具体的に定めないことに
よって商人の便宜 を図ろうとした点,③ ロエスレル草案 と異なり,他の帳簿 と
財産 目録 ・貸借対照表 との結 びつ きが意識されていない点,④ 財産表示 目的が
強 く意識され,棚 卸法が念頭に置かれている点,⑤ 配当可能利益算定のための
計算規定という意識がみ られない点10)」の5つ を指摘 している。ロエスレル
7)志 田鐸太郎著 『日本商法典の編纂と其改正(復刻版)』新青出版,平成7年,46ペー
ジ。
8)同 書,30ページ,注2。
9)弥 永真生著 『企業会計法 と時価主義』 日本評論社,平 成8年,113-114ペー ジ。
10)弥永真生著 『商法計算規定 と企業会計』2ペ ージ。
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草案の時価主義 と旧商法のそれとでは,と りわけ③ と④の相違点が重要 と思わ
れる。
旧商法の資産評価規定は必ずしも当時の会計実務に適合 したものではなかっ
た。会計実務では基本的に取得原価主義が採用されていた。商法規定と会計実
務 は乖離 していたわけである。そこで,「実務 に法律が全 く影響を及ぼさなかっ
た とはいえないにして も,商法の評価規定は,ほ とん ど空分化 していた11)」
ことになる。
3明 治32年新商法における資産評価規定
(1)法典論争による施行の延期
明治23年4月公布 された旧商法は翌24年1月1日から施行 される予定であっ
た。 しかし,施行延期法案が通過したため,同26年1月1日 から施行されるこ
ととなった。さらに,同25年には再延期法案が提出され,同29年12月31日まで
再延期 された。ただし,「商業帳簿」 を含む一部の規定については,同26年7
月1日 から先行的に実施されることになった。それでも全面的な施行は困難 と
され,同29年に再度延期法案が提出され,同31年6月30日まで延期 された12)。
その問に旧商法の全面的な見直 しが行なわれ,新 商法の準備が ととのえられて
いた。
ところが,「旧商法典中是れ迄 は全 く廃止同様に考へ られた部分(施 行を延
期せ られて居った部分)が 朝野驚愕の裡に明治31年7月1日よ り施行せ らるる
に至った13)」のである。
11)弥永真生著 『企業会計法と時価主義』114ペー ジ。
12)詳細についてはつ ぎの文献 を参照されたい。
志 田鐸太郎,前 掲書,46-54ペー ジ。
今井潔 ・淺木愼一 「法典論争 と国産会社法の成立一明治32年商法制定一」(浜田
道代編著 『日本会社立法の歴史的展開』商事法務研究会,平 成11年,86-112ペー
ジ)。
13)志田鍔太郎,前 掲書,53-54ペー ジ。
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旧商法の施行が このように混乱 した背景には,法 典論争があったといわれて
いる。穂積陳重氏によれば,法 典実施延期戦は断行派と延期派の両派に分かれ
て行なわれた。イギリス法律を学んだ者はおおむねみな延期派に属 し,フ ラン
ス法律を学んだ者はおおむねみな断行派に属 したといわれている14)。
同氏は論争の根本的な原因として自然法派と歴史派の対立があったことを強
調する。
「フランス法派は,自 然法学説 を信 じ,法の原則は時と所 とを超越するもの
なりとし,いずれの国,い ずれの時においても,同一の根本原理に拠 りて法典
を編纂し得べ きもの とし,歴史派は,国民性,時代などに重 きを置 くをもって,
自然法学説を基礎 としたるボアソナー ド案の法典に反対するようになったのは
当然の事である15)。」
旧商法についてはわが国の実情に合わせて修正する必要がある,と いうのが
延期派の主張 といえよう。
(2)明治32年新商法における時価主義
商法修正案に関する法典調査会の議事は明治28年9月27日に始められ,同30
年12月17日には一応終了 していた16)。すなわち,旧 商法が全面施行される前
に新商法の草案は完成 していたことになる。新商法は同32年3月9日に法律第
48号として公布 され,同 年6月16日から施行 された。
明治32年新商法における資産評価規定は 「商人」に関する第26条で規定され
た。
第26条 動産,不動産,債権,債務其他ノ財産ノ総 目録及ヒ貸方借方ノ対照表ハ
商人ノ開業ノ時又ハ会社ノ設立登記ノ時及ヒ毎年一回一定ノ時期二於テ之ヲ
作リ特二設ケタル帳簿二之ヲ記載スルコトヲ要ス
財産目録ニハ動産,不動産,債権其他ノ財産二其目録調整ノ時二於ケル価
14)穂積 陳 重 著 『法 窓 夜 話 』 岩 波 文 庫,昭 和55年,329ペ ー ジ 。
15)同書,342-343ペー ジ。
16)志 田 鐸 太 郎,前 掲 書,86-87ペ ー ジ。
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格ヲ附スルコトヲ要ス
旧商法の表現 と異なるけれ ども,「其 目録調整ノ時二於ケル価格」が時価を
意味することは明 らかである。新商法 も旧商法と同じく時価主義を採用 したわ
けである。会計実務 との問に生 じていた溝は埋め られなかったことになる。そ
のことを象徴する判決が明治35年1月10日に出されている。
それは東京株式取引所が公債証書お よび家屋を時価で評価 していないとし
て,株 主か ら訴え られた事件である。公債証書は時価よりも高い価格で評価さ
れ,家屋 は時価 よりも低い価格で評価 されていたとして,東 京地裁は商法違反
と判断 した17)。ここでは厳密 な時価評価が要求 されている。 もっとも,東京
控訴院はさらに鑑査人による評価を行ない,取 引所の評価は不当でないと判断
したということである18)。
他方,松本蒸治氏は第26条2項の規定について別の解釈をする。すなわち,「時
価以上 ノ価格 ヲ附スルコトヲ得サルハ言ヲ埃 タス ト錐モ時価以下ノ価格 ヲ附ス
ルハ毫モ債権者 ヲ害スルノ虞ナク随テ何等ノ支障ナシ ト謂ハサルヘカラス19)」
と主張 した。時価以下であれば,別 の評価でもさしつかえない という見解であ
る。それは会計実務 との調整を考慮 に入れた考えといえよう。
しかし,ど のように解するにしても,時価主義が採 られているかぎり,評価
益の発生は避けられない。それをどのように処理するかが問題である。
(3)評価益論争
評価益論争 というのは,明 治32年に 『東京経済雑誌』で展開された,加 藤吉
松,大 原信久,愛 安生の3氏 による論争をさしている。
加藤氏 は,商 法第26条2項でいう時価主義が実際には適用 されていない現実
17)「株式取引所商法違事件決定書」『法律新聞』第70号,明治35年1月20日,17-20
ページ。
18)松本蒸治 「財産 目録二記載スヘキ財産及 ヒ其評価 ヲ論ス」『法学志林』第61号,
明治37年9月,27ペー ジ。
19)同論文,26ページ。
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を批判 して,「元簿に時価損益或は(時 価差額)な る科 目を設 くる20)」方法を
提案する。すなわち,原 価 と時価の差額 を時価損益勘定に記入 し,純粋の損益
と混合 して配当することがないようにする提案である。
同様の見解は大原氏 によっても主張された。すなわち,予 定損益 は所有財産
が時価 によ り高低する差額であ り,「正金受授の損益にあ らさるを以て,之 れ
を分配 し,且つ之れを直ちに他の純益より減する能はさるなり,是れ膏に財産
の現況を示 し,以 て将来を警戒するの方法に過ぎざるのみ21)」と主張 した。
異論を唱えたのは愛安氏である。「予の意見 を以てすれば財産の評価差益を
配当するの不可なるは未だ実際に金円を受授せざるが為めに非ず,又 之を配当
す るに現金の不足を生ずるか為めにも非ず,要 は只該差益 を配当したる後に財
産の価格の下落せは損失 を被るの恐あるを以てなり22)」と論 じた。したがって,
時価予定損益を純損益に加 えてもさしつかえないと主張 した。
加藤氏は大原氏 を擁i護する反論を述べた。「利益の配当は純利益 を以て宛て
ざるべか らず,予 定利益は未だ権利の確定 したる者に非ざれば此れを配当する
に於ては勢ひ財産の一部を割かざるべか らず,此 等は利益の配当に非ずして財
産の分割を行ふに過 ぎざるな り,要するに大原氏 も金円の過不足を論ずる者に
非ず して唯其結果を簡単にせ られたる者ならん23)。」
こうした反論に対 して,愛 安氏は 「財産の評価 より生する損益は是れ決 して
予定 に非ず」 といい,「若 し此損益 を予定なりと主張せば論理上当然の結果 と
して財産目録の価格 も亦予定価格なりと云はざるべか らず24)」と再反論 した。
20)加藤吉松 「財産 目録 に就て(簿 記法改正の急務)」『東京経済雑誌』第990号,明
治32年8月5日,298ページ。
21)大原信久 「財産 目録調製の際時価予定損益を純損益に編入するの可否を論す」『東
京経済雑誌』第993号,明治32年8月26日,456ページ。
22)愛安生 「財産時価予定損益の処分法 に関 し大原信久氏 に質す」『東京経済雑誌』
第994号,明治32年9月2日,503ペー ジ。
23)加藤吉松 「愛安生に答ふ」『東京経済雑誌』第996号,明治32年9月16日,614ペー
ジ。
24)愛安生 「財産目録 に関し加藤大原両氏に質す」『東京経済雑誌』第998号,明治32
年9月30日,725ペー ジ。
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結局,大 原氏 はまたつ ぎのように述べることになる。「予が説 く所は必ず し
も予定損益 をして資産又は負債 に編入す と言ふに非 らず,予 定損益 なる特別科
目を設け,貸 借対照表の一方に表はし,財産価格増減の現況を示すを以て至当
とするにあ り25)」と結んでいる。
以上の論争は,時 価 による評価 を前提 とした議論である26)。その意味では
3氏とも時価主義論者 といえよう。要は評価損益による配当の是非 をめ ぐって
意見が分かれたにす ぎない。加藤 ・大原両氏は評価益の配当不能を主張 し,愛
安氏は配当可能 と論 じたのである。
4明 治44年改正商法における資産評価規定
(1)政府案 と修正案
明治32年の新商法はわが国の実情 に合わせて作 られたものの,必 ず しも経済
の実態に適合するものではなかった。資産評価規定についても不十分であると
いう指摘がなされていた。明治44年の改正はそうした問題点の解消 を目指 した
ものである。同年の商法改正は,政 府案の提出後,貴 族院と衆議院から修正案
が出され,さ らに最終的な検討が加 えられて実現 したものである。なかで も政
府案の内容は,そ のまま実現 しなかったとはいえ,興 味深い ものである。
政府案27)では第26条2項がつ ぎのように修正された。
財産 目録ニハ動産,不 動産,債 権其他ノ財産二価額 ヲ附シテ之ヲ記載ス
ルコ トヲ要ス其価額ハ財産 目録調製ノ時二於ケル価額二超ユルコ トヲ得ス
この規定は時価以下主義 を意味する。 しか し,そ れだけではなく,「会社ノ
25)大原信久 「財産時価予定損益処分法に関 し愛安生に答ふ」『東京経済雑誌』第999
号,明 治32年10月7日,772ページ。
26)森田佳宏 「明治期商法における財産評価規定」(田中弘編著 『取得原価主義会計論』
中央経済社,平 成10年,129ペー ジ)。
27)詳細 についてはつ ぎの文献を参照 されたい。
毛戸勝元著 『商法改正法評論』有斐閣,明 治45年,3-9ペ ージ。
佐藤雄能 「財産評価法問題(=)」『東京経済雑誌』第1599号,明治44年6月17日,15
-17ペー ジ。
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計算」に関する規定 として,つ ぎのような提案がなされていた。
第190条ノ2財 産目録二掲クル動産,不動産,債権其他ノ財産ノ価額ハ取引所ノ
相場アル財産二付テハ財産目録調整ノ時二於ケル相場二,他 ノ財産二付テハ
財産目録調製ノ時二於ケル価額二超ユルコトヲ得ス但其相場又ハ価額力財産
ノ取得価額又ハ製作価額二超ユル トキハ其取得価額又ハ製作価額二超ユルコ
トヲ得ス
継続シテ営業ノ用二供スル財産二付テハ前項ノ規定二拘バラス其取得価額
又ハ製作価額ヨリ相当ノ減損額ヲ控除シタル価額ヲ附スルコトヲ得
上記規定における特徴の第1は 第1項 但書にある。それは取得原価 と時価を
比較 していずれか低い価額以下で評価する考えを示 したものである。 この考え
は低価以下主義 と呼びうる。この場合,評 価益が生 じる余地はまったくなくな
る。
特徴の第2と しては,資 産の種類に応 じて異なる評価基準 を工夫 している点
があげられる。 こうした考 えはその後の商法改正で具体化 されるものであ り,
端緒的な意義を見い出 しうるといえよう。
貴族院による修正案28)では評価益に関 してつ ぎのような規定が設けられた。
第194条ノ2第26条 ノ規定二依リテ会社ノ財産二附スル価額力取得価額又ハ製作
価額二超ユル トキハ其差額ハ利益 トシテ之ヲ処分スルコトヲ得ス
この修正案は 「会社ノ計算」についても時価以下主義を採用 した ものである。
ただし,評価益が利益処分の対象にな りえないことを明記 している。 したがっ
て,評 価益を計上して も配当できないことになる。
ところが,衆 議院では政府案 と貴族院案の両方に反対 を唱 えた29)。政府案
の第190条ノ2に 対 しては,会 社の財政状態を示 しえないと批判 した。 また,
貴族院案の第194条ノ2に 対 しては,利 益処分が可能であってはじめて利益 と
28)詳細についてはつ ぎの文献を参照 されたい。
毛戸勝元,前 掲書,9ペ ージ。
佐藤雄能 「財産評価法問題口」前掲論文,17-18ペー ジ。
29)佐藤雄能 「財産評価法問題∈)」『東京経済雑誌』第1601号,明治44年7月1日,18
-19ペー ジ。
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いえるのであ り,そ うでなければ利益 といえない と批判した。その結果,衆 議
院は第26条2項の修正だけを提案した。
最終的には両院協議会で衆議院案が支持 されることとなった。すなわち,商
法は第26条2項のみを改正 して時価以下主義に移行 したわけである。
(2)時価以下主義採用の意義
時価以下主義を採用 した意義については,プ ラスとマイナスの両面があると
思われる。
久野秀男氏はつ ぎのように述べている。
「明治23年原始商法の制定は,大陸商法の影響下に,大 陸系の会計体系をわ
が国に導入する契機 とな り,明治初年以来,英 米系の会計体系の導入によって
会計の近代化 をはかってきたわが国の会計実践のうえに,大 きな影響を与える
ことになった30)。」
商法による時価主義の導入は,わ が国の会計実務を考慮 したうえでのことで
はない。 したがって,商 法の制定は会計実務 との間に摩擦 を生 じることとなっ
た。取得原価主義を基本 としてきた会計実務はさまざまな対応策を試みた31)。
しかし,厳密な時価主義 に対応するには限界がある。明治44年の改正商法が時
価以下主義を採用 したことは,取得原価による評価を許容するところか ら,会
計実務 との一応の調整がはか られたといえよう。この点は時価以下主義を採用
したプラス面である。
他方,時 価以下主義はあいまいな評価基準でもある。それは時価による評価
も取得原価による評価 も強制するわけではない。時価以下の任意の評価額を自
由に選択できるとい う特徴がある。
時価以下で評価するということは,利 益があるにもかかわ らず配当をしない
ことを意味す る。それは 「株主ノ利益配当権 ヲ有名無実タラシムルモノ32)」
30)久野秀男著 『新版財務諸表制度論』 同文舘,昭 和50年,44ペー ジ。
31)同書,142-154ページ。
32)毛戸勝元,前 掲書,5ペ ージ。
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であるという見方につながる。
しかし,松本氏のようにつ ぎのような見方をす ることもできる。
「株式会社又ハ株式合資会社二於テハ多数決議二依リテ配当シ得ヘキ金額ヲ
モ之ヲ任意ノ積立金 トシ又ハ繰越金 トシテ配当セサルコ トヲ得ヘク法律ハ毫モ
之ヲ禁止スルコ トナキヲ以テ時価以下ノ評価モ総会 ノ承認アル トキハ之 ヲ禁止
スルノ必要ナカルヘシ33)」
法的な観点か らはそれなりの合理性が認め られるかもしれない。だが,会 計
的には問題点の多い評価基準である。経営者の判断により評価額を変更するこ
とが可能である。それだけ利益操作 の余地が大 きくなる。適正な損益計算 を目
指す立場からは不適切な評価基準 といわざるをえない。時価以下主義を採用 し
たマイナス面はここにある。
5む す び
明治期における商法の資産評価規定は,時 価主義から時価以下主義への変遷
をたどった。一見,単 純な変遷過程のように見えるかもしれない。 しか し,そ
の背景 となった議論は複雑にからみ合っている。
森 田佳宏氏によれば,「明治期 における財産評価規定の変遷 は,債 権者保護
の思考を礎 として,財 産目録の目的と評価益の配当問題 との調整の歴史であっ
た34)」と指摘 されている。 ここでい う財産目録の 目的 としては,財 産の実状
開示 と配当可能利益算定の基礎の2つ があげ られている。それぞれの 目的と評
価益の配当問題がからみ合って,評 価基準の選択が議論されたというわけであ
る。
さまざまな議論を商法規定 としてひとつにまとめる作業は容易でない。明治
期の資産評価規定は単純なだけに,そ の背景となった議論を忘れがちである。
結論だけでなく,それが導びき出された過程 も大切 といえよう。
33)松本蒸治著 『商法改正法評論』巌松堂,明 治44年,84ペー ジ。
34)森田佳宏,前 掲論文,137ペー ジ。
